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概 要

都市再生機構 (UR 都市機構) は，東日本大震災の直後から，東北 3 県の主な被災市町村に職員

を派遣し，復興支援にあたってきたが，被災公共団体はいずれもまちづくりの技術者が不足し，経

験・ノウハウも十分でないところから，多くの公共団体で，事業段階においても，UR の全面的な

支援を希望し，UR としても組織体制を整え支援しているところである。本稿ではその概要をご紹

介する。
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1．は じ め に

東日本大震災に当たり，UR では，被災各県・市町

村と国交省からの要請に基づき，被災直後から，順次

職員を東北 3県の被災市町村に派遣するとともに，盛

岡と仙台に新設した支援局 (当初，事務所) にもバッ

クアップの職員を常駐させながら，復興支援を行って

きた。派遣市町村は 18 に及び，主な支援分野は，復

興まちづくり (市街地整備) と災害公営住宅の整備で

ある。
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東日本大震災復興基本法に基づく取り組みの基本方

針において，復興を担う行政主体は市町村とされ，復

興まちづくりは基本的に市町村が行うこととなったが，

被災市町村はいずれも技術系職員が少なく，事業経験

も乏しく，他の公共団体からの応援職員を得たとして

も，大規模な市街地整備事業や大量の災害公営住宅建

設を実施するのは困難な状況にあった。

一方，UR は，ニュータウン事業や都市再生事業等

で培った人材と経験・ノウハウを有し，また，阪神・

淡路大震災での数多くの区画整理・再開発事業の実施

や災害公営住宅の建設を始めとする過去の災害復興で

の実績を有すること，さらに，今回の東日本大震災の

復興にあたって，UR法の特例がもうけられ，復興整

備事業の受託を正式業務とされたことから，多くの市

町からの要請に基づき，大規模な復興市街地整備等に

ついて，全面的な事業受託という形でURが支援する

ことになった。また，災害公営住宅建設についても，

市町村建設分の相当分を要請に基づきURが建設する

ことになった。

平成 25 年度初頭には現地に UR 職員 300 人体制を

整え，更に平成 26 年 4 月には，400 人体制とし，市

街地整備関係では，北は岩手県の宮古市から，南は福

島県のいわき市まで 12 事務所を構え，事業を実施中

である (Fig. 1)。

2．復興まちづくり

現在，UR は，12 の被災市町から，合計 22 地区約

1,300 ha の復興市街地整備事業を受託し，この 3月ま

でにすべての地区で工事を行う事業者を決め，事業着

工済みとなっている。復興市街地整備は，高台の造成

と低地部の嵩上げ (その両方またはいずれか)，これ

に伴う道路・上下水道等インフラ整備を一体的に行う

もので，規模が大きく，関係する地権者数も多い。事

業の手法は，主に土地区画整理事業，防災集団移転促

進事業，及び今回の震災復興にあたって制度創設され

た津波復興拠点整備事業，漁村集落における漁業集落

防災機能強化事業などである。

例えば，UR支援地区の中では最も早く平成 24 年 9

月に着工し，現在工事進捗中の宮城県女川町の状況は

次のとおりである。

・UR が，町内の中心市街地とその周辺の嵩上げ・高

台造成 (区画整理及び一部津波拠点事業で実施) と半

島部の集団移転事業，及びこれらに関わる下水道等関

連公共施設整備について，丸ごと受託。このため，

URの復興支援事務所を設け現在は 29 名が常駐。

・CM (コンストラクション・マネジメント) 方式を採用し，

ゼネコン・コンサルタントからなる JVに，URから，

上記受託に係る工事を大括りにして一括発注。計画が
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固まった部分から順次工事を始めるという仕組みとし

た。

また，この CM 方式により，資機材・技能者等を

全国から早期に確保出来る一方で，オープンブック方

式の採用により地元業者，地元産品も出来る限り活用

することとした。

・段階的な整備を行い，逐次完了を図ることとし，24

年 12 月には，水産加工団地の造成を一部完了。26 年

3 月には UR が建設する 200 戸の災害公営住宅を完

成・引渡し。26 年夏までに一部高台を造成完了し自

力再建用地を引渡す予定。26 年度末には JR. 女川駅

周辺の中心市街地の一部を造成完了し，まちびらきを

行う予定。全体完了は 30 年度を予定。

・なお，中心市街地部については，被災前，雨水・汚

水とも下水道整備が行われていたが，今回，高台部も

含めて，区画整理事業に併せて整備。

CM方式は，工事のスピードアップを図るとともに，

民間ノウハウを早い段階から活用するため，我が国の

公共事業では始めて本格的な導入をURにおいて図っ

たもので，UR 事業受託全 22 地区中，19 地区で導入

している。また，区画整理事業は通常仮換地指定後で

なければ工事が出来ないが，UR のこれまでの経験・

ノウハウを踏まえ，仮換地指定前に地権者に同意を得

て工事を始める起工承諾方式を採用するなど，事業の

スピードアップを図っている (Fig. 2)。

3．中心市街地の再生等総合的なまちづくり

への取り組み

復興は，当然ながら，高台造成と低地の嵩上げ，基

盤と宅地の整備だけが目的ではなく，そこに人が戻り，

店舗・施設が立地し，雇用が生まれ，賑わいが回復し

てこそ本当のまちづくりと言える。また，被災地の多

くは少子高齢化が進む地域であり，高齢者福祉や子育

てへの対応も求められる。このため，復興市街地整備

や災害公営住宅建設とともに，以下に示すような取り

組みを行っている。

・面整備地区内においても，被災者向けの災害公営住

宅を整備し，区画整理の換地先での自力再建者と併せ，

人口の定着を図る。

・中心市街地や幹線沿道への施設立地・賑わい回復を

図る取り組みを行っている。例えば，気仙沼市の鹿折

地区，南気仙沼地区では，UR が市・商工会議所・宅

建協会と連携し，土地活用希望者と事業者 (施設立地

希望者) のマッチングを図る「復興まちづくり事業者

エントリー制度」を導入。さらに，地元水産加工協同

組合等との協働で水産業を核とした 6 次産業化を UR

事業地区で展開する取り組みを始めている。

また，大船渡市の大船渡駅周辺地区では，区画整理

により集約され，津波拠点事業等で確保する市の土地

において，市が店舗・宿泊施設・飲食店等の借地人と，

地域のエリアマネジメントを行うパートナーを公募し

ており，URが受託して行っている区画整理事業と連

動して，中心市街地に確実に諸機能が立地し，賑わい

が戻るよう，市と連携した取り組みをしている。

・高齢者福祉・子育て機能の整備例として，多賀城市

桜木地区では，1階レベルは津波浸水の恐れがあると

ころから，複数棟からなる中層集合住宅の 2階レベル

をデッキで結び，高齢者生活相談所・保育所・集いの

場 (みんなのリビング) をそれぞれ 2階に配置し，地

域の高齢福祉・子育て支援機能を併せ持つ形で災害公

営住宅 160 戸を整備している。また，この際，阪神・

淡路大震災の復興住宅やUR団地でのノウハウを活用

し，これら共用スペースや施設における，入居者のコ

ミュニティ構築や地域との融合に向けた取り組みにつ

いて，市と協働で検討，支援している。

4．お わ り に

復興は遅れれば遅れるほど戻る人が少なくなる恐れ

があり，そのスピードアップが急務である。URでは，

平成 26 年度当初に体制を一層強化し，事業の加速化

に取り組むこととしている。

また，今回の被災地の多くは，元々高齢化が進む人

口減少地域であり，被災を契機にこれが一層加速化す

る恐れがある。本来ならコンパクトシティを目指すべ

きところ，高台・内陸移転により拡散型市街地になり

かねない中で，いかに都市集積を図り，賑わいのある

まちづくりを行うかは大きな課題であり，URとして

も，先に述べた取り組みを始め，ハード・ソフトを併

せた総合的な取り組みを行っていくこととしている。

なお，全国的に巨大地震による津波被害が懸念され

る中，今回の震災による被害や災害復旧・復興の過程

を通じて得られた教訓や知見を生かした防災まちづく

りを行っていくことが大変重要と考えており，URで

は，当面の取り組みとして，「津波に強いまちづくり

の検討に係る手引き」を作り，関係地方公共団体への

働きかけをしている。
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